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1－1 民間提案制度の概要
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ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン（令和2年度改訂）

➢ 近年の民間提案の活用実態・課題（インセンティブの付与方法、民間

提案の評価手法等の改善等）に対応

➢ 公共施設等の管理者等に対し、民間提案を受け付けるための体制整備

（相談窓口の設置や庁内体制の整備など）の促進・周知

「ＰＰＰ/ＰＦＩ事業民間提案推進マニュアル（内閣府）」へ改定

「ＰＦＩ事業民間提案推進マニュアル（内閣府）」を策定

平成26年9月

令和3年4月
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1－2 マニュアルの構成
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１.はじめに

２.民間提案について

2－1 ＰＦＩ法第６条による民間提案

2－2 ＰＦＩ法第６条によらない民間提案

３.民間提案の実施手続きについて

3－1 対象事業の抽出

3－2 提案の受付・募集

3－3 提案の評価

3－4 事業化に向けた手続き

４地域企業のノウハウ習得・地域人材の育成について

５.提案書（フォーマット例）

解説する内容
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2－1 民間提案の手法
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➢ ＰＦＩ法第６条では、民間事業者は地方公共団体に対して具体的な施設 等を指定して

ＰＦＩ事業の実施を提案することができる

➢ ＰＦＩ法第６条に基づく民間提案を、地方公共団体は個別の事業について募集するこ

ともできる

民間提案の手法

◆PFI法第6条による民間提案

◆PFI法第6条によらない民間提案

➢ ＰＦＩ法に規定された民間提案以外も、民間からの提案や民間との対話によってＰＰ

Ｐ/ＰＦＩ事業を検討する手続きあり

➢ 地方公共団体の方針や事業化の段階などに応じ、適切な手法を選択することが有効で

ある
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2－2 ＰＦＩ法第６条による提案の解説

出典：PPP/PFI事業民間提案推進マニュアル（令和3年4月） より抜粋
7

【民間事業者】

ＰＦＩ事業の実施方針やＶＦＭの評価（簡易）

書類を地方公共団体へ提出（PFI法第6条第1項）

【地方公共団体】

評価結果を民間事業者へ通知する義務あり

（PFI法第6条第２項）

➢ 民間提案は、事業実施の際に明確化すべき事業内容やリス

ク分担、費用等の詳細な提案が期待できる

➢ 優れた提案者にインセンティブを付与するなどの工夫を加

えた柔軟な手続きが可能
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2－3 ＰＦＩ法第６条によらない提案の解説
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③ ＰＦＩ法第６条による民間提案に比べ、募集する時期や内容の自
由度が高く、ＰＰＰ/ＰＦＩのどの事業方式が有効であるか等に
ついて提案することもできるため、事業方式が明確でない段階で
の対話において有効

① ＰＰＰにおける民間提案や官民対話は、多くの地方公共団体にお
いて独自のガイドラインや制度等に基づき様々な方法で実施

➢ 「ＰＰＰ事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド
（内閣府・総務省・国土交通省、平成28年10月）」では、ＰＰＰ事業に
おいて民間からの提案を求める手続きが整理されている

② ＰＦＩ事業としての実施が見込まれる場合、ＰＦＩ法第６条によ
る民間提案と組み合わせて実施することも可能
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出典：PPP/PFI事業民間提案推進マニュアル（令和3年4月）より抜粋

2－4 民間提案及び官民対話の方式
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➢ ＰＦＩ法第６条による場合とＰＦＩ法第６条によらない場合がある

➢ 地方公共団体の一般的な事務事業等を対象にした事業や施設整備を伴わない事業には、

ＰＦＩ法第６条によらない任意の提案により事業化が可能

➢ 地方公共団体が実施するほぼ全ての事業を対象に受け付けている団体もあり

➢ 対象事業のリスト化や窓口部局、手続き等が定められている場合がある

➢ 民間提案の対象事業は、地方公共団体が実施する事業の中から抽出

➢ 公共施設等の整備等を伴う事業が対象事業として適している

➢ 特定の事業について民間提案を募集するか否かは、事業の詳細な内容を決定

する前に検討することが有効

➢ 「ＰＰＰ/ＰＦＩ優先的検討規程」等の、包括的な事業化検討手続きを定めて

いる地方公共団体においては、事業条件や事業方式を検討する際の手法とし

て民間提案の手続きを規定しておく

2－5 対象事業の抽出

10

特定の事業に対する提案

任意の提案
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2－6 提案の受付・募集（1/5）
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民間提案の受付や、問い合わせを受ける対外的な窓口となる

部局を確認する

窓口となる所管課（例）

➢対象施設の担当課を窓口とし、関連する他部局と情報共有を図る会議体

を合わせて設置

➢ＰＰＰ/ＰＦＩに関する検討を所管する常設の担当課を設置

※庁内のノウハウを集約、民間からの任意提案や提案前の相談等を受付

受付・問い合わせ窓口

窓口では、民間企業からの問合せや情報提供等の簡易な情報交換を

日常的に行うことが期待されている
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2－6 提案の受付・募集（2/5）
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提案の受付・募集

ＰＦＩ法第６条による提案、簡易なサウンディング等、民間提案の

手法の選択と合わせて、対象事業の検討状況に応じた手続きを定め

ることが有効

事業の検討段階 民間提案の考え方

基本構想の策定段階
基本構想へ盛り込む考え方等について「サウンディ
ング」を実施し、意見を基本構想に反映

ＰＦＩ事業の実施方針の策定段階
ＰＦＩ法による「民間提案」を募集し、対象事業に
最適なＰＦＩ事業の類型等を確認

公募条件の検討段階
付帯事業や募集条件等の確認のため、ＰＦＩ法によ
らない「民間提案」を募集し、公募条件に反映

事業の検討段階に応じた民間提案手法の考え方（例）
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2－6 提案の受付・募集（3/5）
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募集要項と合わせて、民間提案の検討に必要な情報を公表

提供する情報（例）

➢公共施設等の整備等の必要性に関する情報

➢ＰＳＣ算出の参考となる情報

➢公共施設等の過去の財務データや事業見通し

情報の公開・官民対話

情報提供についての考え方

①提供する資料は原則として公開（競争性・公平性の確保）

②検討に必要であれば、未確定の情報も「案」等として提供

③検討が過度に複雑とならないよう、関連性の低い情報は個別の紹介を避ける
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2－6 提案の受付・募集（4/5）
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提案書の記載事項（ＰＦＩ法第６条による提案の場合）

（１）特定事業の案

※公共施設等の種類、公共施設等の設置に関する条件、

公共施設等の概要、公共施設等の維持管理・運営業務の概要、

想定する事業スキーム、事業スケジュール、リスク分担

（２）特定事業の効果及び効率性に関する評価の結果

（３）評価の過程及び方法

※支払いに関する評価の過程及び方法

サービス水準に関する評価の過程及び方法

提案書の記載事項

ＰＦＩ法第６条では、民間事業者は管理者等に対して実施方針を

定めることを提案できる
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2－6 提案の受付・募集（5/5）
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事業の検討段階に応じた事業者負担を軽減する考え方（例）

➢前提条件を提示

※地方公共団体で既に決定、または想定する内容がある場合

➢「特定事業の効果及び効率性に関する評価の結果」を除く

※事業の効果及び効率性（VFM）に関する定量的評価が困難な場合

➢民間事業者の観点から、提案したい項目のみを選択した提案の受け付け

➢選択式の意見募集

※地方公共団体が事前に想定する選択肢がある場合

検討状況や民間事業者に期待する提案内容、民間事業者の事務負担

軽減の観点等を踏まえ、必要に応じて提案の内容や様式等を簡易化

することも可能
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2－7 提案の評価（1/3）
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➢ 提案内容を適正に評価できる体制の構築

庁内関係部局、外部委員（学識経験者、コンサルタント等）によ

る評価体制を構築することが有効

➢ 民間提案の一貫した観点からの評価

民間提案の実施後の事業者選定を所掌する委員会等が民間提案の

評価を行うことで、一貫性の保たれた評価が可能

評価体制についての考え方
◆ 民間提案された施設整備計画（実施時期、事業手法の妥当性）が検討できる体制

✓総合計画担当部局や施設整備・管理担当部局、財政担当部局などを含める
◆ 専門的知見を要する民間提案の評価が可能な体制
✓専門知識を有する学識経験者やコンサルタント等の外部第三者主体を活用
✓須崎市公共下水道施設等運営事業の民間提案に対しては、コンサルタントが評価

◆ 公平かつ専門的な評価が可能な体制
✓民間提案の評価に際して、外部有識者等を含む第三者委員会等が参画

評価体制
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2－7 提案の評価（2/3）
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民間提案に期待する内容を適切に評価できるよう、評価基準を定め

募集要項等で公表することが有効

ＰＦＩ法による民間提案で想定される評価項目（例）

評価項目

民間提案の留意点

➢知的財産の保護

➢提案した民間事業者との対話の実施（過度な負担とならいこと）

➢提案した民間事業者への追加資料提出の要請（過度な負担とならないこと）

➢可能な限り速やかな検討の実施

➢検討に相当の時間を要する場合は時期の見込を通知

提案に係る公共施設等の整備の必要性 財政に及ぼす影響

提案の実現可能性 他手法による公共施設等の整備等の可能性

ＰＦＩ手法を活用することの妥当性 その他（適宜考慮して検討を実施）
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2－7 提案の評価（3/3）
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検討結果の通知・公表

➢ PFI法第6条による提案

提案について検討を加え、遅滞なく、その結果を民間事業者等に通知

➢ PFI法第6条によらない提案

検討結果を通知または公表することを期待

① 民間提案の結果に応じ、採否やその後の事業見通し等を公表

② 提案者に対して個別の講評等を実施

➢ 民間事業者側の経験･ノウハウの蓄積

③ 結果等の公表は、民間事業者の知的財産の保護に留意

➢ 民間提案の概要や管理者等の判断の結果及び理由等を、民間事業者の権利、その他正当

な利益及び公共施設等の整備等の実施に対する影響に留意した上で公表

➢ 評価の結果や民間提案の概要の公表に際して、事前に公表資料の内容を当該民間事業者

に確認する等の措置を取ることが必要
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2－8 事業化に向けた手続き
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① 民間提案を評価の結果、ＰＦＩ法に基づく事業が可能又は適当

ＰＦＩ事業として事業化する場合

➢ ＰＦＩ法による事業化手続きの実施方針の策定に向けた検討及び手続

② 優先的検討規程の位置付けによる事業化手続きの円滑化

➢ 優先的検討における「簡易な検討」に相当するものとして取り扱い

③「簡易な検討」及び「詳細な検討」により、各手法のメリットやVFM
の比較検討を実施

➢ 地方公共団体の独自の規程や業務経験で実施することが困難な場合、
コンサルタント等の活用によって実施される事例が多い

ＰＰＰ事業として事業化する場合

➢ 実施方針等の作成によらず、選択されたＰＰＰ事業に形態に応じた発注事務を実施



３.須崎市における民間提案の事例
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3－1 背景（1/10）
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民間提案に至った経緯

2013年度 高知県下水道経営健全化検討委員会（内閣府委託）
高知県内の6市町村をモデルに検討（須崎市が含まれる）
➢ 須崎市の下水道事業は今のままでは継続できない。

2014年度 下水道施設の更新・包括的運営管理に係る検討調査
（須崎市委託 国交省総政局支援）

【下水道事業の経営改善のための取り組み課題】

① 終末処理場のダウンサイジングによる経費削減
② 管きょ等既存ストックの計画的保全管理の実施
③ 下水道と周辺事業の維持管理委託の包括化による運営体制の効率化
④ 雨水ポンプ場の管理体制の充実
⑤ 整備済み未供用団地等の水洗化促進による収入確保 等

2015年度 （提案に向けた検討・調整）

2016年度 PFI法第6条提案

◆提案事業の目的：下水道事業の経営改善
◆処理場ダウンサイジングは含まない
◆事業経営＋施設管理主体の提案

B-DASHで実現

検討結果
公表
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「2014年度下水道施設の更新・包括的運営管理に係る検討調査（国交省総政局支援）」の業務

なぜ、民間提案が可能であったか 検討できる情報があった

22

3－1 背景（2/10）

整理された情報ＩＮＰＵＴ情報

種 別 内 容

既存計画

下水道全体計画、事業計画、
ストマネ計画（処理場設備
劣化状況・更新投資見込
み）、地震・津波対策計画

経営状況

公営企業決算データ、資産
データ、管理費の内訳デー
タ、既発企業債の償還計画
等

処理場運
転状況

過年度流入水量・水質、日
間変動データ（業務内で
24hr採水調査）、月報、日
報

普及状況 接続家屋位置（年次）

管路施設
の劣化状
況

業務内で一部目視確認、
（実施方針までに全線のTV
カメラ調査が行われた）

下水道の将来収支予測

業務委託状況
市職員の業務分析
委託化業務の抽出

処理場更新方針
概略設計・事業費
更新方式別ＰＳＣ

資産調査
既存資産活用検討
更新方式別除却費

経営改善効果・更新方式別ＶＦＭ・運営権対価期待額の算出

ＰＰＰスキーム設定・基本方針庁内等調整

実現に向けた条件整理・提示情報の整理等

左記の情報を活用して以下の検討を実施

調査報告書に記載されていない
情報（◇）を含め、関係者間で
共有

◆下水道事業執行上の課題、
施設の課題、経営課題

◆周辺事業（雨水、集落排水
廃棄物処理）の課題

◆課題解決の方法（経営方針、
施設計画、担い手計画）

◆解決策の定量的効果（一般会
計負担の軽減効果）、定性的
効果（地域課題への貢献）

◇関係者・機関の取組み意思

◇実現に向けた手順、財源（確
保策）



公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会

 

23

3－1 背景（3/10）

情報① 下水道事業の課題（基本情報）
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◆将来人口の減少・職員減少

◆事業効率の低い下水道

担い手の確保、地域産業の育成が不可欠
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3－1 背景（4/10）

情報② 下水道事業の課題（投資計画）

◆追加投資の必要性

既存の処理場を維持するため、
多額の追加投資が必要

① 老朽化対策：5年間で12.1億円
② 地 震 対 策：L2地震動対策で5.6億円
③ 津 波 対 策：L2耐津波対策で3.2億円

合計 約21億円

 凡 例 

レベル１で浸水 

レベル２で浸水 

浸水せず 

津 波 老朽化
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3－1 背景（5/10）

情報③ 類似施設の現状（老朽化、管理）

◆雨水ポンプ場が隣接
管理体制の脆弱性
豪雨災害リスク

◆管理業務のパッケージ化が可能な類似施設

【クリーンセンター横浪】 【漁業集落排水施設】
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3－1 背景（6/10）

情報④ 事業経営の見込み（財政）

◆下水道事業の抜本的改革の必要性

【simA.整備を行わない場合】 【simB.整備（5ha/年）を再開した場合】

「面整備を行わない場合」、「面整備を再開した場合」のいずれも、
事業の継続が厳しくなる。
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3－1 背景（7/10）

情報⑤ 経営改善の方向性（精度高め）

◆施設・機能の抜本的改善・・・精度の高い計画・設計、概算事業費

➢ 下水道事業の持続性を確保するため、
処理施設のダウンサイジングを実施

➢ 当面は、財政収支上有利な区域（汚水管
整備済区域等）のみ下水道に取り込む

古い設備の除却
小規模施設を新設 東川内団地の接続
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① 処理場の設置・維持管理・長寿命化調査・更新工事（性能発注）
② 雨水ポンプ場の保守管理（仕様発注）

－－緊急時に雨水管理を①の人員が担うことも可能となり、台風時の人員配置の柔軟性が高まる
（リスクが大きく性能発注化は困難）

③ 集落排水処理施設の維持管理・長寿命化調査・更新工事（仕様発注）
－－水質検査など類似作業を同時に実施することにより、効率化が図られる

④ 管きょの維持管理・長寿命化調査（仕様発注）
－－老朽化調査までを実施

⑤ 下水道汚水管きょ面整備（性能発注）
－－民間事業者が水洗化工事を実施して接続促進を図り、収入増加分で費用を回収するなどの手法

が可能となる
⑥ 事務事業の一部（仕様・性能発注）

－－業務に付随して実施することが優位な統計処理、台帳作成等の事務
－－委託化により、職員への負荷が軽減される

⑦ その他－－今後検討
－－埋立処分場排水処理施設O&M、水道料金・下水道使用料徴収業務、会計処理業務等

28

3－1 背景（8/10）

情報⑥ 経営改善の方向性

◆未委託の事務事業の民間委託化
パッケージ化することで効率や品質が向上し、コストメリットが大きくなる
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3－1 背景（9/10）

情報⑦ 経営改善の見込み（財政）

◆経営改善見込み

経営改善が実現される

億円/年、円/m3

H25～ H25～ H35～ H45～ H55～ H65～

H74 H34 H44 H54 H64 H74

経常一般財源の規模 48.28 64.14 52.56 44.26 40.22 40.22

一般会計負担総額 0.39 0.95 0.48 0.23 0.14 0.12

一般会計負担率 0.8 1.5 0.9 0.5 0.3 0.3

一般会計実質負担額 0.24 0.58 0.28 0.13 0.09 0.07

一般会計実質負担率 0.5 0.9 0.5 0.3 0.2 0.2

＜費用負担額の内訳＞

費用合計 0.55 1.10 0.66 0.39 0.29 0.27

使用料 0.16 0.15 0.18 0.16 0.15 0.15

一会（交税 0.15 0.37 0.20 0.10 0.05 0.05

一会（内 0.07 0.16 0.09 0.04 0.02 0.02

一会（外 0.17 0.42 0.19 0.09 0.07 0.05

下水道会計計 0.55 1.10 0.66 0.39 0.29 0.27

し尿・集排の一会負担 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

集排の使用料 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

＜使用料単価＞

設定使用料単価 128 128 128 128 128 128

独立採算(基準内繰入) 265 496 269 201 192 169

独立採算（繰入無） 445 955 474 314 257 226

処理施設整備費用：21 ⇒ 5.7億円
維持管理費：42 ⇒ 16百万円/年
除却費用 ：0 ⇒ 1.2億円

調査工事費：0 ⇒ 54百万円
使用料収入：12 ⇒ 16百万円/年
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3－1 背景（10/10）

【参考】下水道財政モデル 最も有効な情報
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3－2 須崎市における民間提案の概要（1/9）

31

提案事業の概要

◆混合型コンセッション、バンドリング、複合型契約
（運営権、包括、仕様）
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3－2 須崎市における民間提案の概要（2/9）

32

提案書（マニュアルの様式）
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3－2 須崎市における民間提案の概要（3/9）

33

提案にあたっての留意事項【提案準備段階】

◆自作自演リスク排除のため、既存成果品の公開性に配慮

◆民間提案の受け入れ可否に関する調整

（担当セクション、民間提案窓口、関係機関等）

◆民間提案事実を含めた情報の公開可否範囲に関する調整

◆附帯事業・任意事業に係る提案を行う場合は、実現可能性を十分にリサーチ

（公募手続きの中で提案していくことも可能なため、具体化に確証がない場合

は無理をしない）
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3－2 須崎市における民間提案の概要（4/9）

34

提案にあたっての留意事項【提案事項の検討】

◆コンセッションにおいては、更新工事・維持管理と並ぶ事業領域

として位置づけられている「企画調整」分野を含む提案を行う。

（事業全体に貢献、コンサルのプレゼンス向上）

◆事業規模の観点から、民間側の採算性確保が難しい場合は、提案

受入れ可能性を十分に斟酌のうえ、周辺事業のパッケージ化を提

案する。
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3－2 須崎市における民間提案の概要（5/9）

35

提案にあたっての留意事項【提案事項の検討】

◆提案事業の事業範囲において独立採算とならない場合は、一般会計

負担が減額されるかどうかが重要な視点になる。

➢ 下水道会計の中長期的な現金収支の把握

◆一般のコンセッションでは、利用料金を運営権者が設定できること

とされるが、下水道事業の場合は、地方自治法にもとづき議会が使

用料を定めるため、実体的に利用料金を自由に設定できることには

ならない。（利用料金の提案まで）

◆利用料金（使用料）の値上げと一般会計繰入額には、トレードオフ

の関係が成り立つため、事業範囲のみの採算性に加え、下水道事業

全体を見据えた収支提案を行うべきである。
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3－2 須崎市における民間提案の概要（6/9）

36

提案にあたっての留意事項【提案後】

◆様式提案のみでは提案内容を理解することは難しいため、補足

説明資料を準備する。

◆関係セクションを対象とした説明会等の実施により、庁内調整

の促進を図る。

◆VFM計算等の提案根拠は、提案評価者（下水道管理者等が委託

するコンサル等）に提供可能なデータで整理しておく。

◆資料等の提供要請には迅速に応える。
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3－2 須崎市における民間提案の概要（7/9）
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VFM－一般会計負担軽減額

① 運営事業の定量的評価
運営事業の定量的評価の算定結果
⇒現在価値ベースで11%程度のVFMが見込まれる

➢ 20年間の一般会計負担を約264,000千円（現在価値）縮減

【特定事業の効果および効率性に関する評価の効果】

20年間
PSC
（A）

PFI方式
（B）

一般会計支出負担
縮減額（C）
（(A)－(B)）

VFM
（(C)÷(A)）

割引前
合計額
ベース

2,850,210千円 2,556,539千円 293,670千円 10%

割引後
現在価値
ベース

2,444,548千円 2,180,338千円 264,210千円 11%

② 運営事業の効率性に関する評価の効果
◆関連業務を包括的に実施することで、業務の質的向上や須崎市職員の業務改善を図ることが可能
◆民間のノウハウを用いて接続促進を図り、水洗化率の向上と下水道の経営改善に寄与
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3－2 須崎市における民間提案の概要（8/9）

38

定性的効果

【事業を行うことのメリット】
評 価 項 目 事業を行うことのメリット（効果）

管理業務の

コスト縮減

共通経費の縮減 複数事業の修繕やユーティリティ調達等を委託に含めることにより、包括的管理が

促進され、コスト縮減を図ることができる事業コストの縮減

管理業務の

質的向上

人員の融通
豪雨時等の緊急時に、処理場管理人員を雨水ポンプ場に振分けることが可能となるた

め、緊急時の人員配置の柔軟性が高まる

計画的な保全管理
日常管理と長寿命化計画を一括委託することにより、運営権者自らが計画的に修繕等

を実施できるようになり、施設機能の維持が計画的になされるようになる

雨天時増水対策等の推進
処理場と管きょの維持管理を一括委託することにより、雨天時増水を抑制する対策が

推進される（処理場の経費削減）

類似作業の共同化 水質検査など類似作業を同時に行うことにより、業務の効率化やコスト縮減が進む

須崎市職員の

業務改善

修繕等発注本数の削減
事務事業の一部を委託することにより、須崎市職員への業務負荷が軽減され、限ら

れた人員を事業経営全体（マネジメント業務等）へと振り分けられるようになる
マネジメントへの注力

新たな財源の確保
民間の創意工夫により増加する事業収益(水洗化促進)やコスト縮減相当額を財源とし

て、運営権者より運営権対価を得ることができる（元金償還等の財源に充当可）

水洗化率の向上
接続率の向上による収入の増加が運営権者の収入の増加に結び付く仕組みを構築する

ことにより、運営権者自らの創意工夫による水洗化が促進される

下
水
道
・
漁
業
集
落
排
水
施
設
・

浸
出
水
処
理
施
設
の
包
括
的
運
営
管
理
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3－2 須崎市における民間提案の概要（9/9）

民間提案～事業開始までのスケジュール

市
に
よ
る
民
間
提
案
内
容

の
精
査
・
検
討

民
間
提
案
検
討
結
果
通
知

事
業
提
案
書
受
付
け

優
先
交
渉
権
者
選
定

運
営
事
業
開
始

H28.6 H30.12

実
施
方
針
公
表

R2.4H31.1H29.6

Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
民
間
提
案

市
に
よ
る
実
施
方
針
等
の

検
討

H30.2

特
定
事
業
の
選
定
・
公
表

H30.8

募
集
要
項
等
の
公
表

参
加
表
明
受
付
け

H30.9

競
争
的
対
話
２
回

H30.10

基
本
協
定
締
結

H31.3

運
営
権
設
定

R1.12

実
施
契
約
締
結

業務要求水準を
提案者自らが提案



４.民間提案制度の課題
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4 民間提案制度の課題 ※下水道事業を対象

41

② 情報公開

地方公共団体が管理する公共施設や事務事業等について、情報を

公開している団体が少ない

③ 民間事業者の負担軽減等

➢ 各検討段階で公共側ＤＤ（デューデリジェンス）を実施

➢ 提案事業者に対するインセンティブの考え方

➢ 民間提案に係る民間事業者の知的財産・ノウハウの保護

① 官民対話の窓口

公共施設等の管理者等において、民間提案の相談窓口を常設して

いる団体が少ない

④ PFI法第6条によらない提案の具体化

実施手続きについて確立されたものではないため、具体化に向けて

更なる検討が必要である



ご清聴ありがとうございました
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